
 

                                         令和 3 年 6 月 1 日 

クラウドサービス情報開示認定取得事業者の皆様へ 

 

一般社団法人 ASP・SaaS・AI・IoT クラウド産業協会（ASPIC) 
 クラウドサービス情報開示認定機関事務局 

 

 

情報開示認定申請における提出資料の軽減措置及び申請書Aの様式変更について 

 

 平素より ASPIC の各種活動にご理解ご協力を賜り、ありがとうございます。 

 さて、ASPIC 情報開示認定事務局では、昨今のコロナ下におけるテレワーク環境の普及並びに認定審査の効率

化に鑑み、代表者印の印鑑証明の提出を廃止します。これに伴い申請書 A の様式を変更することにしました。 

様式変更の後のご対応については、下記のとおりですので、よろしくお願いいたします。 

 

記 

 

１．提出資料軽減措置の概要 

 ①従来は、事業者の代表者印を押印しこれを疎明する印鑑証明を添付することとしていましたが、代表者印を

廃止し、印鑑証明（代表者印もしくは社印）の提出を不要とします。 

 ②これに代わる取得情報として、「法人番号」の記入（無い場合は不要）及び「事業責任者」情報をご記入いた

だきます。 

 

２．変更後の様式 

  認定区分、「ASP・SaaS」の例を添付資料に示します。 

 

３．適用開始日 

  2021 年 6 月１日（火）から開始いたします。 

 

４．認定取得済み事業者様の対応 

  更新の時期に合わせて新様式の申請書 A を提出いただきます。メール等で事務局からご案内いたしますの

で、ご協力の程、何卒よろしくお願いいたします。なお、現時点で更新のご案内メールを受け取り、更新申請

書準備中の事業者様は現様式の使用で問題ありませんが、代表者捺印は不要といたします。 

 

 

 

                    【本件お問い合わせ先】 

                    一般社団法人 ASP・SaaS・AI・IoT クラウド産業協会（ASPIC) 

クラウドサービス情報開示認定機関事務局 

  〒141-0031 東京都品川区西五反田 7-3-1 たつみビル２F 

   TEL:03-6662-6854 

  mail：aspic@cloud-nintei.org 

 https://www.aspicjapan.org/nintei/ 

 

 

mailto:aspic@cloud-nintei.org
https://www.aspicjapan.org/nintei/


添付資料 

令和  年  月  日 

 

一般社団法人 ASP・SaaS・AI・IoTクラウド産業協会 様 

 

ASP・SaaS 安全・信頼性に係る情報開示認定制度  申請書Ａ 
 

ASP・SaaS 安全・信頼性に係る情報開示認定について、以下の通り申請を行います。 

申請区分 

（該当申請に○） 

  新規申請 

  更新申請 （認定番号:          ） 

申請する 

サービス名称 
 

事業者名称 

（個人の場合は氏名） 
 

 

事業者の 

代表者氏名 

（フリガナ） 

 

事業者の住所 

〒 

 

 

事業者の URL  

法人番号  （法人番号を取得していない場合は空白） 

事業責任者の 

役職・氏名 

（フリガナ） 

（代表者と重複する場合は、省略可） 

 

所属部署 （代表者と重複する場合は、省略可） 

電話番号 （代表者と重複する場合は、省略可） 

e-mail  

申請担当者の 

役職・氏名 

（フリガナ） 

 

 

所属部署  

住 所 

〒 

 

 

電話番号  

e-mail  

 

 

 



添付資料 

 

 

【記入にあたって確認いただきたい事項】 

 

１． 「申請するサービス名称」 

（１）記入される文字列は、全角／半角、スペース、ひらがな/カタカナの小文字等を含め、そのまま

公表できる正確な文字コードで記入願います。 

－電子ファイルでいただいた文字列情報はそのまま、認定証や認定サイトからの公表情報として用

いられます。 

（２）申請書Ｂの「サービス名称」（項番 27）と一致した文字情報を記入願います。 

２． 「事業者名称」 

（１）商業・法人登記簿謄本等と異なる事業者名称を記入される場合は、申請する事業者名称と登記上

の事業者名称とを、以下の例のように併記してください。 

例： ＡＢＣ情報システム株式会社 

    （登記上： エー・ビー・シー情報システム株式会社） 

（２）前項（１）と同様の確認をお願いします。 

３． 「事業者の住所」 

実際の本社所在地が商業・法人登記簿謄本等と異なる等により、登記上の住所と異なる事業者住所

を記入される場合は、申請する事業者の住所と登記上の事業者の住所とを、２．（１）の例のよう

に併記してください。 

４． 「法人番号」 

不明の際は、「国税庁法人番号公表サイト」で検索してください。 

５． 「事業責任者」「申請担当者」に関わる情報 

（１）「事業責任者」「申請担当者」への連絡先情報を記入願います。 

－認定された時に、認定書等の書類は、「申請担当者」の住所へ郵送されます。 

（２）申請担当者として２名以上でご担当いただく場合は、代表担当者を記入いただき、『別紙参照』

として別紙ですべての申請担当者の連絡先情報をご提供願います。 

（３）申請担当者の「住所」については、「事業所の住所」と異なる場合に記入願います。「事業者の住

所」と同一である場合は、同一である旨を記入願います。 

 

以 上 


